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けて～」（2015 年 12 月 21 日）の主旨を受け、




























受けて 2016 年 8 月 2 日に「教職課程コアカリ
キュラムについての在り方検討会」（座長：横
須賀薫十文字学園女子大学学長）が設置され、






による原案が翌 2017 年 3 月 27 日に検討会（第




免許法施行規則公布と同じ 11 月 17 日に案の字
が取れて公表されている。検討会の検討期間は







































































































































会／早稲田大学教育・総合科学学術院／早稲田大学教職支援センター共催、2017 年7 月9 日、早稲田大学小野
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【 B 】新（＝現行）教育基本法（2006 年 4
























































厚生労働省が 2017 年 6 月 27 日に公表した
2016 年の「国民生活基礎調査」によると、「子
どもの貧困率」は 12 年ぶりに改善されたよう
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ないが、社会科、公民科の復習としても、やや
細かい年号ながら日本国憲法の公布（1946 年
11 月 3 日）と施行（1947 年 5 月 3 日）の日付
を問い、（旧）教育基本法は日本国憲法の審議
動向を睨み、日本国憲法の精神に則って公布さ




























































































































































1948 年（12 月 10 日）に国連総会で採択され
た「世界人権宣言 The Universal Declaration 
of Human Rights」は、その第 26 条冒頭で「何















（Official Translation）では equal opportunities 
of receiving education according to their（ 
the people ） ability、現文部科学省による試案
で は equal opportunities of receive education 






















1966 年（12 月 16 日）に国連総会で採択され
た「経済的、社会的及び文化的権利に関する
国際規約（A 規約） International Covenant on 
Economic, Social and Cultural Rights」は、「中
等教育・高等教育の無償化の漸進的導入」を
規定している（第 13 条 2 項 b,c）。日本政府は
1977 年にこの規約を批准したが、ただしこの
中等・高等教育の漸進的無償化を含む一部を
留保した。2012 年 9 月 11 日に至り、崩壊間近
の民主党政権下でようやく中等・高等教育の漸
進的無償化への留保撤廃が通告されている。当























1989 年（11 月 20 日）に国連総会で採択さ
れた「子どもの権利条約 Convention on the 






を認める States Parties recognize the right of 





解ではあるが、2016 年（12 月 14 日）には「教
育機会確保法」（義務教育の段階における普通
教育に相当する教育の機会の確保等に関する法
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国際的な人権拡張の動向を踏まえながら、弱
い立場の者が一方的な不利益を被らないよう、
まずはすべての者をいっさい排除することなく
包摂する機会の平等を保障しつつも、同時にそ
れぞれの潜在的可能性と必要に応じた機会を拡
充し、ともに教育を創っていく権利を認め合う、
公正な社会を構想可能にしていく。教育の機会
均等を規定する条文を、今日的にそうした主旨
に書き換えてみることはできないか。
受講者たちに、そのように問題提起を行った。
